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本年度実施した研究と成果は以下の通りである。 

 

1)わが国における小児事故の現状把握 

最も新しい資料を用いて、わが国の小児の事故の

現状について検討を行った。近年の0～14歳の小児

事故による死亡状況を先進諸外国と比較すると、わ

が国は 0～4歳の死亡率が依然として高く、その中で

も溺死と墜落による死亡が高率であることが明らか

になった。また、スウェーデンと比較すると殆どの

項目において 2～3倍以上の死亡率で、溺死は 6倍で

あった。今後スウェーデン並みに死亡率が減少すれ

ば、500 名近い同年代の子どもが救命できると試算

された。さらに、入院や外来受診を必要とする事故

の発生率もこの 20 年間で大幅な改善が見られない

ことから、子どもの事故防止対策は緊急かつ重要な

課題であり、そのための研究にも全力で取り組むべ

きであると結論された。 

 

2)小児事故防止の目標値設定に関する検討 

健康日本 21 において具体的な目標値設定の必要

性が述べられていることから、事故防止においても

それに従い、目標設定を試みた。1～4歳の事故死亡

率は、年次推移のトレンドからの推定では 2005年に

6.8、2010 年に 5.3 となる。しかし、これでも北欧

などのレベルには至らず、そのレベルまで下げるに

は国家的な取り組みが必要なことが明白である。今

年度は目標値設定の方法論を検討し、過去のデータ、

予算、改善の可能性の評価、地域差を考慮したうえ

で全国平均値や国際比較値を目標とすることなどが

提案されたことより、引き続き検討を行う。 

 

3)小児事故防止の方法論の確立 

前年度実施した全国約 15,000 の事故例の詳細な

分析により、発育段階による子どもの事故の特徴が

科学的に明らかになった。この結果を基に今年度は

健診用、保育園用の事故防止プログラムを考案して

実施した。健診用プログラムは、各健診月齢・年齢

別の安全チェックリストとそれに対応した啓発用の

パンフレットより構成されている。また、保護者に

対し事故防止を指導する担当者が事故防止の専門家

でなくても指導が可能なように、安全チェックリス

トの各項目内容についてその説明と指導のポイント

を明らかにしている。また、母親・両親学級用安全

チェックリストも作成した。保育園用プログラムで

は、子どもの成長に合わせた8種類のパンフレット

を作成し、子どもの月齢や年齢に合ったものを保護

者に配布した。さらに、これがどの程度役立ったか

について評価を行ったところ、90%以上の保護者が事

故防止を意識するようになったとし、41.4%に行動の

変容が見られ、24.1%が実際に事故を防ぐことができ

たと回答した。また、園全体をカバーする3～5歳用

や幼稚園用プログラム、および応急手当て法の要望

が高かったことから、現在それらを作成し、次年度

には規模を拡大して実施する予定である。 

 

4)事故防止センター開設の検討 

わが国には事故に関する情報を収集・啓発する中

心的機構が存在しないため、小児の事故に関する情

報が一括して収集できず、文献検索等も十分に行え

ない現状にある。そこで、アメリカCDC内にある国

立事故防止センター(NCIPC)のような機構を設立す

ることも考慮する必要があると考え、NCIPC におけ

る事故防止対策や研究体制を調査した。国内では、

まず、インターネットを利用して事故情報の収集と

啓発を行うためのホームページを開設した。今後は

宣伝やリンクにより利用を増やすことが課題である。

また同時に、不慮の事故に関する研究のデータベー

ス化に取り組んだ。将来的にはインターネットで利

用可能にし、内容の充実を図る。 

 

5)小学校事故の発生状況の把握と対応の検討 

小中高の各学校においては、それぞれ事故の発生

状況に特徴があることが明らかになった。小学校で

は軽度の日常的事故が多く、中学校では大きな事故

が発生している。高校では事故発生数も重度の事故

も少ない。各学校においてはこのような特徴を把握

して対処することが必要であり、養護教諭の緊急時

の対応能力も向上させる必要がある。 

 

6)県レベルでの事故防止事業の検討 

石川県、和歌山県、鹿児島県などと協力して、地

域の実情に即した小児事故防止事業を推進している。  

石川県では平成9年に開設した「子どもセーフテ

ィセンター」が好評で利用が多く、現在は子どもの

事故予防通を信発行するなどの取り組みが積極的に

行われている。和歌山県では、市町村と協力して、

健診時を利用した事故防止の保健指導を安全チェッ

クリストを用いて実施している。鹿児島県では、事

故例を募集して2000件以上を集め、事故事例集を県

のホームページに掲載し、保護者や関係者への啓発

を行っている。また、保健指導の効果の検証も行っ

て、有効な保健指導法について検討した。 








